
平成２０年８月
地域経済産業ｸﾞﾙ ﾌーﾟ
産 業 施 設 課

平成２０年度 事後評価書要旨

鹿 島 工 業 用 水 道 改 築 事 業対 象 事 業 名

１ ． 事 業 の 目 的

鹿 島 工 業 用 水 道 事 業 は 、 茨 城 県 鹿 嶋 市 、 神 栖 市 へ 工 業 用 水 を 供 給 す る
こ と を 目 的 と し 、 昭 和 4 1 年 度 か ら 建 設 に 着 手 し 、 昭 和 4 4 年 2 月 か ら 一 部 給
水 を 開 始 し て い る 。 し か し 、 供 給 開 始 か ら 3 0 年 余 り が 経 過 し 、 施 設 の 老
朽 化 に よ る 機 能 障 害 に よ り 工 業 用 水 の 供 給 に 支 障 を 及 ぼ す 事 態 が 発 生 し
て い る 。 ま た 、 配 水 管 路 の 一 部 に 使 用 さ れ て い る Ｐ Ｃ （ プ レ ス ト レ ス ・
コ ン ク リ ー ト ） 管 に つ い て は 、 劣 化 に よ る 漏 水 事 故 が 頻 発 し て い る こ と 、
十 分 な 耐 震 性 を 有 し て い な い こ と に よ り 、 地 震 発 生 時 の 給 水 機 能 の 確 保
が 懸 念 さ れ て い る 。 こ の た め 、 茨 城 県 で は 、 機 能 劣 化 の 激 し い 取 水 ・ 浄
水 ・ 配 水 施 設 の 改 良 ・ 取 替 工 事 、 耐 震 性 を 向 上 し た 配 水 管 路 の 布 設 替 え
工 事 等 を 実 施 す る こ と で 、 受 水 企 業 へ の 将 来 に わ た る 安 定 供 給 の 確 保 を
図 る 目 的 と し て 、 平 成 1 1 年 度 よ り 改 築 事 業 を 開 始 し た 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

( 1 ) 背 景
鹿 島 工 業 用 水 道 施 設 は 、 供 給 開 始 か ら 3 0 年 余 り が 経 過 し 、 施 設 の 老 朽

化 に よ る 機 能 障 害 に よ り 工 業 用 水 の 供 給 に 支 障 を 及 ぼ す 事 態 が 発 生 し て
い る 。 ま た 、 配 水 管 路 の 一 部 に 使 用 さ れ て い る Ｐ Ｃ 管 に つ い て は 、
劣 化 に よ る 漏 水 事 故 が 頻 発 し て い る こ と 、 十 分 な 耐 震 性 を 有 し て い な い
こ と に よ り 、 地 震 発 生 時 の 給 水 機 能 の 確 保 が 懸 念 さ れ て い る 。

( 2 ) 必 要 性
受 水 企 業 へ の 安 定 し た 給 水 を 確 保 す る た め 、 施 設 の 機 能 劣 化 等 や 耐 震

性 の 問 題 点 の 改 善 を 目 的 に 、 機 能 劣 化 の 激 し い 取 水 ・ 浄 水 ・ 配 水 施 設 の
改 良 ・ 取 替 工 事 、 耐 震 性 を 向 上 し た 配 水 管 路 の 布 設 替 え 工 事 等 の 実 施 が
早 急 に 必 要 で あ る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； ２ ４ ２ ． ２ ８ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； １ ３ ２ ． ９ ３ 億 円

費 用 便 益 比 ； １ ． ８ ２ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る 。 な お 、 事 業 は 本 年 度 で 終
了 す る た め 、 追 加 の 予 算 要 求 は 行 わ な い 。
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平成２０年８月
地域経済産業ｸﾞﾙ ﾌーﾟ
産 業 施 設 課

平成２０年度 事後評価書要旨

若 狭 町 工 業 用 水 道 事 業対 象 事 業 名

１ ． 事 業 の 目 的

若 狭 町 工 業 用 水 道 事 業 は 、 福 井 県 が 建 設 を 進 め て い る 河 内 川 ダ ム に 水
源 を 求 め 、 若 狭 中 核 工 業 団 地 へ の 給 水 を 目 的 と し て い る 。 若 狭 中 核 工 業
団 地 は 、 福 井 県 嶺 南 地 域 に お い て 先 進 技 術 の 導 入 や 既 存 工 業 の 高 度 化 ・
活 性 化 を 目 的 と し 、 福 井 県 と 若 狭 町 （ 旧 上 中 町 ） に お い て 開 発 整 備 さ れ 、
昭 和 6 0 年 に 福 井 県 と 地 域 振 興 整 備 公 団 の 調 査 に よ り 1 , 6 0 0 m / 日 の 工 業 用 水3

が 必 要 で あ る と 判 断 さ れ た 。 調 査 結 果 か ら 事 業 計 画 当 時 に お い て 上 水 道
を 工 業 用 水 に 利 用 す る こ と も 検 討 さ れ た が 、 供 給 量 1 , 6 0 0 m / 日 は 当 時 の 上3

水 道 計 画 給 水 量 の 約 5 0 ％ を 占 め る こ と と な り 、 上 水 道 運 営 の 圧 迫 を 引 き
起 こ す 危 険 性 が あ っ た 。
こ の た め 、 新 た に 工 業 用 水 道 事 業 と し て 上 中 町 工 業 用 水 道 事 業 を 設 置

し 、 昭 和 6 2 年 度 よ り 建 設 を 開 始 し 、 河 内 川 ダ ム 完 成 ま で 地 下 水 を 暫 定 水
源 と し て 平 成 4 年 4 月 よ り 一 部 給 水 を 開 始 し た 事 業 で あ る 。
な お 、 平 成 1 7 年 3 月 3 1 日 を も っ て 上 中 町 は 三 方 町 と 合 併 し 、 若 狭 町 と し

て 引 き 継 が れ る こ と と な り 、 そ れ に 伴 い 、 名 称 を 若 狭 町 工 業 用 水 道 事 業
に 変 更 し て い る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

( 1 ) 背 景
若 狭 町 工 業 用 水 道 事 業 は 、 福 井 県 嶺 南 地 域 に お け る 先 進 技 術 産 業 の 導

入 、 既 存 工 業 の 高 度 化 ・ 活 性 化 を 目 的 と し た 若 狭 中 核 工 業 団 地 へ の 1 , 6 0
0 m / 日 の 工 業 用 水 の 供 給 を 目 的 と し て い る 。3

し か し 、 水 源 を 地 下 水 に 求 め て お り 、 地 下 水 障 害 を 未 然 に 防 止 す る 観
点 か ら も 、 表 流 水 へ の 水 源 転 換 は 不 可 欠 で あ り 、 新 た な 水 源 と し て 河 内
川 ダ ム へ の 切 り 替 え が 必 要 で あ る 。

( 2 ) 必 要 性
本 事 業 は 、 平 成 4 年 4 月 か ら の 一 部 給 水 開 始 以 来 、 給 水 先 企 業 数 ・ 給 水

契 約 量 と も 増 加 し て お り 、 平 成 2 0 年 度 に お い て は 、 契 約 企 業 数 6 社 ・ 契
約 給 水 量 1 , 4 3 5 m / 日 で あ る 。 そ の た め 、 地 下 水 低 下 に よ る 地 下 水 障 害 の3

未 然 防 止 と 工 業 用 水 需 要 に 対 す る 安 定 し た 供 給 確 保 を 目 的 と し 地 下 水 か
ら 表 流 水 へ の 水 源 転 換 が 不 可 欠 で あ り 、 新 た な 水 源 で あ る 河 内 川 ダ ム の
早 期 完 成 が 必 要 で あ る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； ３ ６ ． ５ ０ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； ２ ３ ． ７ ５ 億 円

費 用 便 益 比 ； １ ． ５ ４ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す
る 。
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平成２０年８月
地域経済産業ｸﾞﾙ ﾌーﾟ
産 業 施 設 課

平成２０年度 事後評価書要旨

酒 田 工 業 用 水 道 改 築 事 業対 象 事 業 名

１ ． 事 業 の 目 的

酒 田 工 業 用 水 道 事 業 は 、 山 形 県 酒 田 市 内 の 臨 海 地 区 へ の 工 業 用 水 の 供
給 を 目 的 に 昭 和 3 5 年 か ら 建 設 に 着 手 し 、 昭 和 3 7 年 7 月 か ら 一 部 給 水 を 開 始
し て い る 。
本 事 業 の 給 水 区 域 は 、 地 震 予 知 連 絡 会 （ 国 土 地 理 院 長 の 私 的 諮 問 機 関 ）

に よ り 、 近 い 将 来 地 震 の 起 こ る 可 能 性 が 他 よ り 高 い と 考 え ら れ る 「 特 定
観 測 地 域 」 に 指 定 さ れ て お り 、 ま た 、 こ の 区 域 の 東 側 に は 内 陸 型 地 震 を
引 き 起 こ す 活 断 層 「 庄 内 平 野 東 縁 断 層 帯 」 が 確 認 さ れ て い る 。 平 成 1 7 年 3
月 に 地 震 調 査 研 究 推 進 本 部 地 震 調 査 委 員 会 （ 文 部 科 学 省 に 設 置 ） よ り 、
今 後 3 0 年 以 内 に マ グ ニ チ ュ ー ド 7 . 5 の 地 震 発 生 確 率 が 最 高 ６ ％ と 、 我 が 国
の 主 な 活 断 層 の 中 で も 高 い 確 率 で あ る と の 評 価 を 受 け て い る 。
こ の よ う に 、 本 事 業 の 給 水 区 域 周 辺 で は 大 地 震 が 起 こ る 可 能 性 が 高 い

と 指 摘 さ れ て い る た め 、 施 設 の 耐 震 化 に よ る 安 定 給 水 の 確 保 を 目 的 と し
て 、 平 成 年 度 よ り 改 築 事 業 を 開 始 し た 。16

２ ． 事 業 の 必 要 性

酒 田 工 業 用 水 道 の 送 ・ 配 水 管 路 に は 、 石 綿 セ メ ン ト 管 が 多 用 さ れ て い
る こ と か ら 、 継 ぎ 手 部 等 の 耐 震 性 に 問 題 が あ り 、 ま た 浄 水 施 設 で あ る 高
速 凝 集 沈 殿 池 の 耐 震 性 を 検 討 し た と こ ろ 、 十 分 な 耐 震 性 を 有 し て い な い
こ と が 判 明 し た 。
今 後 、 受 水 企 業 へ の 安 定 し た 給 水 を 確 保 す る た め に も 耐 震 性 を 有 し て

い な い 送 ・ 配 水 管 路 お よ び 浄 水 施 設 の 耐 震 化 を 実 施 す る 必 要 が あ る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； ４ １ ． ０ ３ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； ２ ３ ． ５ ３ 億 円

費 用 便 益 比 ； １ ． ７ ４ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す
る 。
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平成２０年８月
地域経済産業ｸﾞﾙ ﾌーﾟ
産 業 施 設 課

平成２０年度 事後評価書要旨

葛 南 地 区 工 業 用 水 道 事 業対 象 事 業 名

１ ． 事 業 の 目 的

葛 南 地 区 工 業 用 水 道 事 業 の 給 水 区 域 で あ る 市 川 市 及 び 船 橋 市 に お い て
は 、 同 地 域 内 の 工 業 用 水 の ほ と ん ど が 地 下 水 に 依 存 し て い た こ と か ら 深
刻 な 地 盤 沈 下 を 引 き 起 こ し 、 地 下 水 の 代 替 水 源 の 手 当 が 必 要 と な っ た 。
こ の た め 、 千 葉 県 で は 、 利 根 川 上 流 に 水 源 を 求 め 、 市 川 市 及 び 船 橋 市 の
内 陸 で 地 盤 沈 下 の 進 行 し て い る 地 域 と 臨 海 部 の 埋 め 立 て 造 成 地 に 立 地 す
る 企 業 に 、 8 0 , 0 0 0 m 3 / 日 の 工 業 用 水 を 給 水 す る こ と を 目 的 に 、 昭 和 4 1 年 度
に 施 設 建 設 に 着 手 し た も の で あ る 。
工 業 用 水 の 水 源 に つ い て は 、 利 根 川 河 口 堰 が 昭 和 4 6 年 に 完 成 し 、 一 部

が 安 定 水 源 と し て 確 保 さ れ た が 、 残 る 工 業 用 水 道 の 必 要 水 源 に つ い て は
い ま だ 暫 定 的 な 水 源 と な っ て お り 、 安 定 給 水 確 保 の た め に 、 国 土 交 通 省
が 施 工 し て い る 霞 ヶ 浦 導 水 事 業 に 安 定 水 源 を 確 保 す べ く 共 同 参 画 し 、 建
設 分 担 金 を 負 担 中 の 事 業 で あ る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

( 1 ) 背 景
葛 南 地 区 工 業 用 水 道 事 業 の 給 水 区 域 で あ る 市 川 市 及 び 船 橋 市 は 、 古 く

か ら 紡 績 業 、 軽 金 属 業 を は じ め と す る 各 種 産 業 が 進 出 し て お り 、 同 地 域
内 の 工 業 用 水 の ほ と ん ど が 地 下 水 に 依 存 し て い る 。 さ ら に 、 産 業 経 済 の
急 速 な 発 展 に 伴 い 地 下 水 の 採 取 量 は 増 加 の 一 途 を た ど り 、 深 刻 な 地 盤 沈
下 を 引 き 起 こ し 、 地 下 水 の 代 替 水 源 の 手 当 が 必 要 と な っ た 。

( 2 ) 必 要 性
本 事 業 は 、 新 た な 水 源 開 発 を 行 う こ と を 前 提 と し て 認 め ら れ て い る 暫

定 的 な 水 利 権 を 一 部 利 用 し 、 昭 和 4 6 年 4 月 に 計 画 給 水 能 力 8 0 , 0 0 0 m 3 / 日
の 施 設 に て 給 水 を 開 始 し て い る 。 現 在 、 葛 南 地 区 工 業 用 水 道 事 業 と し て
は 、 ほ ぼ 満 量 の 7 9 , 8 3 0 m 3 / 日 の 契 約 水 量 が 見 込 ま れ て い る こ と か ら 、 水 源
開 発 を 行 い 、 現 状 の 給 水 能 力 を 確 保 す る 必 要 が あ る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； ２ ， ２ ４ ７ ． ４ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； ４ ７ ６ ． ２ 億 円

費 用 便 益 比 ； ４ ． ７ ２ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す
る 。
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平成２０年８月
地域経済産業ｸﾞﾙ ﾌーﾟ
産 業 施 設 課

平成２０年度 事後評価書要旨

日 野 川 流 域 水 資 源 総 合 開 発 事 業 （ 関 連 工 業 用 水 道 事 業 ：対 象 事 業 名
日 野 川 地 区 工 業 用 水 道 事 業 ）

１ ． 事 業 の 目 的

日 野 川 地 区 工 業 用 水 道 建 設 事 業 は 、 将 来 の 工 業 用 水 需 要 に 対 す る 安 定
し た 供 給 確 保 を 目 的 と し て 、 農 林 水 産 省 が 施 工 し た 「 桝 谷 ダ ム （ 平 成 1 7」
年 度 完 成 給 水 量 2 2 , 7 0 0 m / 日 及 び 福 井 県 が 施 工 す る 吉 野 瀬 川 ダ ム 平、 ） 「 」（3

成 2 2 年 度 完 成 予 定 、 給 水 量 8 , 3 0 0 m / 日 ） に 対 し 事 業 参 加 し て い る 。3

２ ． 事 業 の 必 要 性

現 在 、 福 井 県 内 の 既 存 企 業 の 多 く が 地 下 水 及 び 上 水 に 水 源 を 求 め て お
り 、 地 下 水 障 害 を 未 然 に 防 止 す る 観 点 か ら も 、 表 流 水 へ の 水 源 転 換 は 不
可 欠 で あ り 、 水 源 施 設 も 含 め た 新 た な 工 業 用 水 道 施 設 の 整 備 が 必 要 と な
っ て い る 。
ま た 、 越 前 市 に お い て は 、 平 成 ２ ０ 年 度 よ り 「 池 ノ 上 工 業 団 地 」 の 拡

張 を 計 画 し て お り 、 新 規 の 工 業 用 水 需 要 が 見 込 ま れ る と と も に 、 越 前 市
・ 鯖 江 市 に お い て 、 企 業 立 地 に 対 応 す る た め 、 造 成 可 能 な 工 場 適 地 の 確
保 に 努 め て い る と こ ろ 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； ３ １ ９ ． ７ ６ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； ２ ０ ７ ． ９ １ 億 円

費 用 便 益 比 ； １ ． ５ ４ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す
る 。
な お 、 別 途 行 わ れ る 福 井 県 公 共 事 業 評 価 委 員 会 の 評 価 結 果 に 基 づ く 、

同 県 の 判 断 を 注 視 す る こ と と し た い 。
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霞 ヶ 浦 導 水 事 業 （ 関 連 工 業 用 水 道 事 業 ： 県 央 広 域 工 業 用対 象 事 業 名
水 道 第 ２ 期 事 業 ）

１ ． 事 業 の 目 的

霞 ヶ 浦 導 水 事 業 に 水 源 を 求 め る 県 央 広 域 工 業 用 水 道 第 ２ 期 事 業 の 給 水
区 域 に は 、 既 に 那 珂 川 工 業 用 水 道 及 び 県 央 広 域 工 業 用 水 道 に よ り 工 業 用
水 が 給 水 さ れ て い る が 、 当 該 地 域 に お い て は 、 新 た な 工 業 用 水 の 需 要 が
見 込 ま れ て い る こ と か ら 、 当 該 需 要 に 対 応 す べ く 新 た な 工 業 用 水 道 及 び
そ の 水 源 の 確 保 を 行 う 必 要 が あ る 。
こ の た め 、 茨 城 県 は 、 当 該 給 水 区 域 に 5 9 , 4 0 0 m 3 / 日 の 工 業 用 水 を 供 給 す べ
く 県 央 広 域 工 業 用 水 道 第 ２ 期 事 業 を 計 画 す る こ と と し て お り 、 本 事 業 は 、
そ の 水 源 0 . 7 3 9 m 3 / 秒 を 確 保 す る た め 、 国 土 交 通 省 が 施 工 す る 霞 ヶ 浦 導 水
に 昭 和 6 0 年 度 か ら 共 同 事 業 者 と し て 参 画 す る 形 で 実 施 し て い る も の で あ
る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

県 央 広 域 工 業 用 水 道 第 ２ 期 事 業 の 給 水 区 域 は 、 茨 城 県 中 央 部 に 位 置 す
る 水 戸 市 及 び ひ た ち な か 市 等 の 工 場 群 を 中 心 と す る 地 域 と 、 東 海 村 、 大
洗 町 、 那 珂 町 の 原 子 力 関 連 の 事 業 所 が 多 数 立 地 す る 地 域 で あ る 。 当 該 地
域 に は 、 重 要 港 湾 で あ る 常 陸 那 珂 港 を 中 心 と す る ひ た ち な か 開 発 、 常 磐
自 動 車 道 、 東 関 東 自 動 車 道 、 北 関 東 自 動 車 道 及 び 工 業 団 地 等 産 業 基 盤 の
整 備 等 の 進 展 に 伴 う 新 た な 工 業 用 水 の 需 要 が 見 込 ま れ て い る こ と か ら 、
当 該 需 要 に 対 応 す べ く 新 た な 水 源 の 確 保 が 求 め ら れ て い る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； ４ ４ ． １ ２ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； ２ ４ ． ９ ４ 億 円

費 用 便 益 比 ； １ ． ７ ７ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す
る 。
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西 三 河 工 業 用 水 道 改 築 事 業対 象 事 業 名

１ ． 事 業 の 目 的

西 三 河 工 業 用 水 道 事 業 （ 計 画 給 水 量 3 0 万 ｍ ３ ／ 日 ） は 昭 和 5 0 年 か ら 一 部
給 水 を 開 始 し て い る が 、 供 用 開 始 か ら 長 期 間 が 経 過 し 、 浄 水 場 施 設 の 経
年 劣 化 が 著 し く 進 行 し た た め 更 新 が 必 要 と な っ た こ と や 合 わ せ て 耐 震 化
も 図 る 必 要 が 生 じ た こ と か ら 、 平 成 1 1 年 度 よ り 改 築 事 業 を 実 施 し て い る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

西 三 河 工 業 用 水 道 施 設 は 、 平 成 1 1 年 度 時 点 で 供 用 開 始 か ら 2 0 年 余 り が
経 過 し 、 浄 水 場 設 備 の 経 年 劣 化 が 著 し く 進 行 し て い た た め 、 日 常 の 維 持
管 理 に 支 障 を き た し て お り 、 改 築 事 業 の 実 施 は 不 可 欠 で あ っ た 。 ま た 工
業 用 水 道 施 設 に 必 要 な 耐 震 性 を 有 し て い な い こ と か ら 耐 震 化 を 進 め る こ
と も 必 要 で あ り 、 改 築 事 業 に 着 手 し て い る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； ５ ９ ０ ． ０ ６ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； １ ２ ６ ． １ ５ 億 円

費 用 便 益 比 ； ４ ． ６ ８ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す
る 。
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利 賀 川 工 業 用 水 道 事 業対 象 事 業 名

１ ． 事 業 の 目 的

本 事 業 は 、 一 級 河 川 庄 川 水 系 利 賀 川 に 利 賀 ダ ム を 建 設 す る 等 に よ り 、
砺 波 市 を 供 給 区 域 と し て 飲 料 製 造 業 等 の 企 業 に 計 画 水 量 8 , 2 0 0 m / 日 の 工 業3

用 水 を 安 定 的 に 供 給 す る た め に 実 施 す る も の で あ る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

砺 波 市 域 に お け る 既 存 立 地 企 業 の 地 下 水 汲 み 上 げ に よ る 地 下 水 障 害 対 策
と し て 地 下 水 の 代 替 水 が 必 要 で あ る こ と や 産 業 発 展 を 図 る た め 同 市 域 に
工 業 団 地 造 成 計 画 が あ る な ど 今 後 、 工 業 用 水 の 需 要 増 加 が 見 込 ま れ て い
る こ と か ら 、 本 事 業 は 双 方 の 目 的 を 達 成 す る た め に 必 要 不 可 欠 で あ る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； ４ ９ ． ０ ３ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； ２ ６ ． ２ ０ 億 円

費 用 便 益 比 ； １ ． ８ ７ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

工 業 用 水 道 事 業 に 係 る 政 策 評 価 実 施 要 領 に 照 ら し 合 わ せ た 結 果 、 本 事
業 は 補 助 対 象 と し て 妥 当 で あ る と 判 断 さ れ る た め 、 引 き 続 き 予 算 要 求 す
る 。
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対 象 事 業 名 双 葉 地 方 工 業 用 水 道 事 業

１ ． 事 業 の 目 的

双 葉 地 方 水 道 事 業 は 、 福 島 県 内 の 広 野 、 楢 葉 南 、 富 岡 、 大 熊 東 、 大 熊 西 、 双 葉 西

の 各 工 業 団 地 並 び に 東 京 電 力 ㈱ 福 島 第 二 原 子 力 発 電 所 、 東 京 電 力 ㈱ 広 野 火 力 発 電 所

の 需 要 で あ る 3 0 , 0 0 0 m 3 / 日 に 応 え る こ と を 目 的 に 、 平 成 ３ 年 か ら 工 業 用 水 道 施 設 の

建 設 に 着 手 し た も の で あ る 。

な お 、 水 源 を 福 島 県 が 計 画 す る 二 級 河 川 木 戸 川 上 流 の 木 戸 ダ ム 建 設 に 求 め 、 共 同

事 業 と し て 参 画 す る こ と に よ り 、 取 水 量 3 2 , 3 0 0 m 3 / 日 を 確 保 し て い る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

( 1 ) 背 景

福 島 県 双 葉 地 方 は 、 東 京 電 力 ㈱ 福 島 第 一 ・ 第 二 原 子 力 発 電 所 及 び 東 京 電 力 ㈱ 広

野 火 力 発 電 所 を 擁 す る 、 日 本 有 数 の 発 電 地 帯 で あ る 。 し か し 、 発 電 所 の 建 設 が 完 了

し 、 そ の 雇 用 吸 収 力 が 最 盛 期 に 比 べ 大 幅 に 落 ち 込 み 、 ポ ス ト 原 発 が 大 き な 課 題 と な

っ て い る 。

こ の た め 、 本 事 業 の 給 水 区 域 で あ る 各 町 は 、 企 業 誘 致 に よ る 地 域 振 興 を 図 る こ と

を 目 的 に 、 積 極 的 な 工 業 団 地 開 発 及 び 企 業 誘 致 に 取 り 組 ん で い る と こ ろ で あ り 、 現

在 は 広 野 工 業 団 地 （ 広 野 町 内 ）、 楢 葉 南 工 業 団 地 （ 楢 葉 町 内 ）、 大 熊 東 工 業 団 地 内

（ 大 熊 町 内 ）、 富 岡 工 業 団 地 （ 富 岡 町 内 ） に 企 業 が 進 出 し 操 業 中 で あ る 。 ま た 、 大

熊 西 工 業 団 地 （ 大 熊 町 内 ） に つ い て は 用 地 買 収 が ほ ぼ 完 了 し 、 双 葉 西 工 業 団 地 （ 双

葉 町 内 ） に つ い て も 造 成 計 画 中 で あ る 。

ま た 、 福 島 県 双 葉 地 方 に お い て 、 常 磐 自 動 車 道 が 富 岡 町 ま で 開 通 し 、 大 熊 町 か ら

双 葉 町 ま で の 路 線 に つ い て も 本 格 的 な 道 路 建 設 が 始 ま っ て お り 、 高 速 道 路 の 延 伸 に

よ る 利 便 性 の 向 上 に よ り 、 更 な る 企 業 の 進 出 が 想 定 さ れ て い る 。

( 2 ) 必 要 性

本 事 業 の 給 水 区 域 で あ る 各 町 は 、 地 域 振 興 策 と し て の 工 業 団 地 開 発 及 び 企 業 誘 致

に 積 極 的 に 取 り 組 ん で い る が 、 福 島 県 双 葉 地 方 は 水 源 に 乏 し く 、 水 源 の 確 保 が で き

な い た め に 非 用 水 型 の 企 業 の み が 企 業 誘 致 の 対 象 と な り 、 企 業 誘 致 に も 影 響 が 生 じ

て い る 。 ま た 、 大 熊 東 工 業 団 地 に お い て は 、 現 在 工 業 用 水 を 主 に 井 戸 水 に 依 存 し て

い る が 、 地 下 水 の 過 剰 汲 み 上 げ に よ り 周 辺 地 域 の 井 戸 の 枯 渇 及 び 水 質 悪 化 が 発 生 し

て い る 。

こ の た め 、 福 島 県 双 葉 地 方 に お い て は 工 業 用 水 の 確 保 が 強 く 望 ま れ て い る と こ ろ

で あ る 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； １ ７ ７ ． ２ １ 億 円

Ｂ ． 総 費 用 ； １ ６ １ ． ５ ５ 億 円

費 用 便 益 比 ； ０ ． ９ １ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

既 存 の 需 要 に 対 す る 給 水 に つ い て は 現 状 の 施 設 で 対 応 可 能 で あ る こ と 、 町 の 財 政

難 等 に よ り 工 業 団 地 整 備 が 遅 れ 現 在 造 成 は 休 止 し て い る 状 況 で あ る こ と か ら 、 本 事

業 に 係 る 工 事 に つ い て は 中 断 す る 必 要 が あ る 。

た だ し 、 大 熊 西 工 業 団 地 に お い て は 平 成 ２ ３ 年 か ら 造 成 を 予 定 し て い る た め 、 事

業 は 一 時 休 止 と す る こ と が 妥 当 で あ る 。
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対 象 事 業 名 第 二 北 上 中 部 工 業 用 水 道 事 業

１ ． 事 業 の 目 的

岩 手 県 勢 発 展 計 画 に 基 づ き 、 工 業 の 振 興 に よ る 雇 用 機 会 の 拡 大 と 県 民
所 得 の 向 上 を 図 る た め 、 拠 点 的 な 開 発 を 目 指 し 、 本 県 最 大 の 平 野 部 で あ
る 北 上 中 部 地 区 に 内 陸 工 業 団 地 を 形 成 す る こ と と し て い た 。 北 上 中 部 地
区 は 、 在 来 道 路 及 び 鉄 道 の 結 節 点 で あ る ほ か 、 新 幹 線 ・ 高 速 道 が 縦 貫 す
る 有 利 な 立 地 条 件 を 活 か し 、 岩 手 中 部 工 業 団 地 及 び 北 上 南 部 工 業 団 地 を
造 成 し 、 薬 品 製 造 業 、 輸 送 用 機 械 、 金 属 ・ 化 学 関 係 の 業 種 を 導 入 す る 予
定 と し て い た 。 こ れ ら に 供 給 す る た め 4 8 , 3 6 0 m 3 / 日 の 工 業 用 水 需 要 が 見 込
ま れ た こ と か ら 、 工 業 用 水 の 安 定 供 給 を 通 し て 、 工 業 の 健 全 な 発 展 に 寄
与 す る こ と を 目 的 と し て 本 事 業 を 計 画 し た も の で あ る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

( 1 ) 背 景
東 北 地 方 へ の 企 業 進 出 動 向 は 、 昭 和 4 4 年 以 降 北 上 傾 向 の 兆 し を み せ 、

特 に 国 道 4 号 沿 い は 顕 著 で あ っ た 。 ま た 、 東 北 新 幹 線 及 び 東 北 自 動 車 道 等
の 国 土 幹 線 ネ ッ ト ワ ー ク の 整 備 が こ の 傾 向 に 拍 車 を か け る も の と 期 待 さ
れ た 。 岩 手 県 は 、 企 業 進 出 の 動 向 か ら 内 陸 工 業 開 発 を 重 点 的 に と り あ げ 、
官 民 合 同 出 資 に よ る 第 三 セ ク タ ー と し て ㈱ 岩 手 開 発 を 発 足 さ せ 、 北 上 市 、
金 ヶ 崎 町 地 域 に 工 業 用 地 を 計 画 し 、 先 行 造 成 が 開 始 さ れ た こ と か ら 当 該
地 域 に 対 す る 工 業 用 水 の 給 水 計 画 の 策 定 が 急 が れ た 。

( 2 ) 必 要 性
知 事 部 局 の 策 定 し た 、 工 業 団 地 計 画 に 基 づ い た 工 業 用 水 の 重 要 予 測 に

よ り 、 岩 手 県 中 部 （ 金 ヶ 崎 ） 工 業 団 地 で 2 9 , 7 6 0 m 3 / 日 、 北 上 南 部 工 業 団 地
に つ い て は 1 8 , 6 0 0 m 3 / 日 の 需 要 が 見 込 め る た め 計 画 を 実 施 し た 。 な お 、 多
目 的 ダ ム で あ る 入 畑 ダ ム に 参 画 し 水 源 の 確 保 を 行 っ た 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； １ １ ． ０ ４ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； １ ３ ． ５ ３ 億 円

費 用 便 益 比 ； ０ ． ８ ２ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

今 後 の 需 要 発 生 の 可 能 性 が 極 め て 低 い と 判 断 さ れ る う え に 、 現 在 の 需
要 量 に は 現 状 の 施 設 で 充 分 対 応 可 能 で あ る た め 、 継 続 し て 事 業 を 行 う 必
要 性 が 無 く 、 中 止 が 妥 当 で あ る 。
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対 象 事 業 名 日 野 川 流 域 水 資 源 総 合 開 発 事 業
（ 関 連 工 業 用 水 道 事 業 ： 日 野 川 地 区 工 業 用 水 道 事 業 ）

１ ． 事 業 の 目 的

日 野 川 流 域 水 資 源 総 合 開 発 事 業 は 、 将 来 の 工 業 用 水 需 要 に 対 す る 安 定
し た 供 給 確 保 を 目 的 と し て 、 農 林 水 産 省 が 施 工 し た 「 桝 谷 ダ ム 」（ 平 成 1 7
年 度 完 成 、 給 水 量 2 2 , 7 0 0 m 3 / 日 ） 及 び 福 井 県 が 施 工 す る 「 吉 野 瀬 川 ダ ム 」（ 平
成 2 2 年 度 完 成 予 定 、 給 水 量 8 , 3 0 0 m 3 / 日 ） に 対 し 事 業 参 加 し た も の で あ る 。

２ ． 事 業 の 必 要 性

( 1 ) 背 景
日 野 川 地 区 は 、 古 く か ら の 和 紙 、 漆 器 、 繊 維 、 眼 鏡 工 業 の 産 地 と し

て 、 ま た 近 年 は 、 電 気 機 械 、 プ ラ ス チ ッ ク 、 化 学 工 業 等 も 着 実 に 発 展
し て い る 福 井 県 内 屈 指 の 工 業 地 域 で あ る 。 こ の た め 、 福 井 県 及 び 関 係
自 治 体 に お い て は 、 調 和 の と れ た 地 域 振 興 を 推 進 す る た め 、 地 場 産 業
の 振 興 を 図 る と と も に 、 新 規 の 利 水 型 企 業 の 誘 致 活 動 を 積 極 的 に 展 開
し て き た 。

( 2 ) 必 要 性
福 井 県 内 の 既 存 企 業 の 多 く は 工 業 用 水 と し て 地 下 水 及 び 上 水 道 に 水

源 を 求 め て お り （ 地 下 水 使 用 実 績 ： 約 5 0 , 0 0 0 m 3 / 日 ）、 地 下 水 障 害 を 未 然
に 防 止 す る 観 点 か ら も 、 表 流 水 へ の 水 源 転 換 は 不 可 欠 で あ り 、 水 源 施
設 も 含 め た 新 た な 工 業 用 水 道 施 設 の 整 備 が 必 要 と な っ て い た 。
ま た 、 越 前 市 に お い て は 、 平 成 2 0 年 度 よ り 「 池 ノ 上 工 業 団 地 」 の 拡

張 を 計 画 し 、 新 規 の 工 業 用 水 需 要 を 見 込 む と と も に 、 越 前 市 、 鯖 江 市
に お い て は 、 企 業 立 地 に 対 応 す る た め 、 造 成 可 能 な 工 場 適 地 の 確 保 に
努 め て い た 。

３ ． 効 果 と コ ス ト と の 関 係 に 関 す る 分 析

Ａ ． 総 便 益 ； ２ ７ ４ ． ０ ５ 億 円
Ｂ ． 総 費 用 ； ２ ０ ５ ． ０ ４ 億 円

費 用 便 益 比 ； １ ． ３ ４ （ Ａ ／ Ｂ ）

４ ． 評 価 結 果

費 用 対 便 益 比 が １ ． ０ ０ を 上 回 っ て い る も の の 、 産 業 構 造 の 変 化 等 を
踏 ま え た 需 要 見 直 し を 行 っ た 結 果 、「 吉 野 瀬 川 ダ ム 」 に 係 る 工 業 用 水 需 要
は 当 面 見 込 ま れ な い こ と が 明 ら か に な っ た こ と か ら 、「 吉 野 瀬 川 ダ ム 」 に
対 す る 補 助 事 業 に つ い て は 、 中 止 す る こ と が 妥 当 で あ る 。
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